
r8物価_1_1

（単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

事業数 19 基金事業数

最終事業NO 20

 （単位：千円） 

前回から記載内容に変
更があった事業数 19

"うち交付対象経費のみ
の変更"を除いた変更事
業数 19

（単位：千円）

Ａ

Ｂ1

交付対象経費
（単位：千円）

国のR7補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）
（単位：千円）

その他
（一般財源や補助対象外

経費等）
（単位：千円）

総事業費に係る
事務費

（単位：千円）

合計  619,113  495,214  495,214  123,899 

1  -  - 

2 R7_補正 推奨事業 ○ ○

エネルギー高騰等物価高騰の影響を受けながら、地
域福祉の推進に関する事業を継続している地域福
祉推進組織に対し、高齢者や子育て世帯等への支援
事業等が継続できるよう支援するため。

○ 令和8年度地域福祉推進組織事業継続支援金
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に
対する物価高騰対策支援

 240  240  240  -  - 

①物価高騰の影響を受けながら、地域福祉の推進に関する事業を継
続している地域福祉推進組織に対し、高齢者や子育て世帯等への支援
事業等が継続ができるよう支援金を拠出する。
②支援金
③1団体につき30,000円×8団体＝240,000円
④地域福祉推進組織

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 対象団体への100％の支援 明記予定（HP) ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）

3 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰による保護者の負担を軽減するため、市
立小・中学校及び幼稚園の給食費に対して支援する
ため。

○ 令和8年度学校給食等食材費高騰対応支援事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

①食料品の物価高騰に対
する特別加算

③物価高騰に伴う子育て
世帯支援

 39,928  39,928  39,928  -  - 

①物価高騰による保護者の負担を軽減するため、市立小・中学校及
び幼稚園の給食費に対して支援する。※教職員分は含まない
②食材費
小学校においては国及び埼玉県からの給食費負担軽減交付金基準額
（5200円）を超える500円分について同交付金を活用する。
③39,928,000円
【小学校分】500円（支援額）×11カ 月×3,500人＝19,250,000円
【中学校分】68円（R6比物価上昇額）×180日×1,680人＝20,563,200円
【幼稚園】34円（R6比物価上昇額）×168日×20人＝114,240円
④市立小中学校、幼稚園

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 対象を100％支援 明記予定（HP) ホームページ 給食 給食 R8当初（地）

4 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰による食材費の増額分を負担し、保護者負
担を増やすことなく、市立保育所の給食を円滑に実
施するため。

○ 令和8年度保育所給食食材費高騰対応支援事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

①食料品の物価高騰に対
する特別加算

③物価高騰に伴う子育て
世帯支援

 6,720  6,720  6,720  -  - 

①物価高騰による食材費の増額分を負担し、保護者負担を増やすこと
なく、市立保育所の給食を円滑に実施する。※教職員は含まない
②食材費
③800円×700人×12月＝6,720,000円（給食費増額分800円/月を0～5
歳児680人分、一時保育等利用児20人分）
④市立保育所

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 対象を100％支援 明記予定（HP) ホームページ
保育所・幼稚園・認定こ

ども園等
保育所・幼稚園・認定こ

ども園等
R8当初（地）

5 R7_補正 推奨事業 ○ ○

物価高騰の影響を受けている子育て世帯の経済的
負担の軽減を図ることを目的として０歳児の保護者
を対象におむつ等の育児用品の購入に使える電子
クーポンを配布し、物価高支援を行うため。

○ 令和8年度赤ちゃんスマイ ル事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

③物価高騰に伴う子育て
世帯支援

 10,921  10,921  10,921  -  671 

①物価高騰の影響を受けている子育て世帯の経済的負担の軽減を図
ることを目的として、０歳児の保護者を対象におむつ等の育児用品の
購入に使える電子クーポンを支給する。未使用分については交付金
の充当が行われないように令和8年度内にて実際に使用者により使用
され、令和8年度中の請求金額のみに交付金の充当を行うよう整理を
行う。
②0歳児おむつ等購入助成費
③10,921,000円
内訳：16,000円（消耗品）+49,000円（通信運搬）+605,770円（委託料）
+10,250,000円（電子クーポン額）
④子育て世帯（0歳児）

－ － － ○ ○ R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 対象を100％支援 明記予定（HP) ホームページ 電子クーポン R8当初（地）

6 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響を受ける子育て世帯に対し、子ども
の医療費に対して助成を行い、経済的負担軽減を図
るため。

○ 令和8年度子ども医療給付事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

③物価高騰に伴う子育て
世帯支援

 283,168  180,192  180,192  102,976  - 

①物価高騰の影響を受ける子育て世帯に対し、子どもの医療費に対し
て助成を行い、経済的負担軽減を図る。
②子ども医療費助成費
③180,192,000円（子ども医療費助成に充当）
内訳：2,000円（旅費）+182,000円（需用費）+435,000円（通信運搬）
+7,005,000円（委託料）+502,000円（使用料及び賃借料）+275,042,000円
（子ども医療費助成費）※その他の財源（子ども医療費助成費
275,042,000円に含まれている）：43,200,000円（県補助金）+11,849,000
円（市こども基金）+47,927,000円（市一般財源）
※※子ども医療費の見込額275,042千円は26,100円×10,538人
④市内に住所を有する0～18歳年度末までのこどもの保護者

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 対象を100％支援 明記予定（HP) ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）

7 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高等の影響を受けている子育て世帯に対して、
イ ンフルエンザ予防接種に対して助成を行い、経済
的負担軽減を図るため。

○ 令和8年度子どもイ ンフルエンザ予防接種助成事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

③物価高騰に伴う子育て
世帯支援

 33,770  17,244  17,244  16,526  - 

①物価高等の影響を受けている子育て世帯に対して、生後6か月から
中学3年生までの子どものイ ンフルエンザ予防接種費用を補助する。
②自己負担額2,400円/回を助成
③17,244,000円（子どもイ ンフルエンザ予防接種助成に充当）
内訳：13歳未満4400人×2回×2400円×0.75（接種率）＝15,840,000円
　　　　13歳以上  780人×1回×2400円×0.75（接種率）＝1,404,000円
※その他の財源：11,488,000円（一般財源）＋5,038,000円（市こども基
金）
④生後6か月から中学3年生までの者の保護者

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 対象を100％支援 明記予定（HP) ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）

8 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響を受け、経済的理由により就学が困
難と認められる小学生の保護者に対し、学用品費等
の諸経費を支給し、経済的負担の軽減を図るため。

○ 令和8年度小学校就学援助事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

③物価高騰に伴う子育て
世帯支援

 13,497  11,540  11,540  1,957  - 

①物価高等の影響を受けている経済的理由により就学が困難と認め
られる小学生の保護者に対し、学用品の購入や学習活動費などの就
学に要する経費の一部を支給し支援を行う。
②扶助費
③11,540,000円
内訳：
1年生13,230円×54人＝714,420円（学用品費、通学用品費、校外活動
費）
1年生64,300円×19人＝1,221,700円（新入学児童学用品R8全額対象
者）
1年生7,240円×40人＝289,600円（新入学児童学用品R8一部対象者）
1年生64,300円×40人＝2,572,000円（新入学児童学用品R9入学準備対
象者）
2～6年生15,500円×312人＝4,836,000円（学用品費、通学用品費、校
外活動費）
2～6年生3,690円×65人＝239,850円（宿泊を伴う校外活動費）
22,690円×67人＝1,520,230円（修学旅行費）
10,000円×366人×4/100＝146,400円（医療費）
※その他の財源：1,010,000円（一般財源）＋26,000円（国要保護補助
金）+921,000円（国特別支援補助金)
④就学援助対象世帯

－ ○ － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 対象を100％支援 明記予定（HP) ホームページ 学用品費・実験資材等 R8当初（地）

9 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響を受け、経済的理由により就学が困
難と認められる中学生の保護者に対し、学用品費等
の諸経費を支給し、経済的負担の軽減を図るため。

○ 令和8年度中学校就学援助事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

①食料品の物価高騰に対
する特別加算

③物価高騰に伴う子育て
世帯支援

 37,820  35,380  35,380  2,440  - 

①物価高等の影響を受けている経済的理由により就学が困難と認め
られる中学生の保護者に対し、学用品の購入や学習活動費などの就
学に要する経費の一部を支給し支援を行う。
②扶助費
③35,380,000円
内訳：
1年生25,040円×77人＝1,928,080円（学用品費、通学用品費、校外活
動費）
1年生81,000円×8人＝648,000円（新入学児童学用品R8全額対象者）
1年生18,000円×57人＝1,026,000円（新入学児童学用品R8一部対象
者）
1年生81,000円×57人＝4,617,000円（新入学児童学用品R9入学準備対
象者）
2～3年生27,310円×154人＝4,205,740円（学用品費、通学用品費、校
外活動費）
2～3年生6,210円×77人＝478,170円（宿泊を伴う校外活動費）
60,910円×77人＝4,690,070円（修学旅行費）
6,400円×12カ 月×231人＝17,740,800円（学校給食費）※教職員は含
まない
10,000円×231人×2/100＝46,200円（医療費）
※その他の財源：1,240,000円（一般財源）＋123,000円（国要保護補助
金）+1,077,000円（国特別支援補助金)
④就学援助対象世帯

－ ○ － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 対象を100％支援 明記予定（HP) ホームページ 学用品費・実験資材等 R8当初（地）

10 R7_補正 推奨事業 ○ ○

物価高騰およびエネルギー高騰の影響を受けたこと
で、商店街連盟加盟店舗の経営に大きな影響が出て
いる中、町の明るさを維持するために商店街が維持
管理を行っている街路灯の維持費の負担感が非常
に増している。この負担感の高まる街路灯の維持に
係る電気料金に対して全額補助を行うことで、中小企
業への支援を図ると共に、街路灯の点灯維持を支援
するため。

○ 令和8年度商店街街路灯等電気料金補助事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑨中小企業等に対するエ
ネルギー価格高騰対策支

援
 3,542  3,542  3,542  -  - 

①物価高騰の影響を受けている商店街等を支援するため商店街が維
持管理している街路灯等の年間電気料相当分を補助する。
②商店街が維持管理する街路灯電気料金への補助金
③3,542,000円（飯能銀座商店街648,143円、飯能中央通り商店街
626,080円、飯能大通り商店街295,425円、原町商店街825,026円、飯能
東共栄会438,867円、飯能南口商店街580,156円、メイ プル通り商店会
127,665円）
④商店街

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 対象を100％支援 明記予定（HP) ホームページ 特別高圧 R8当初（地）

11 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響を受けている民間障害福祉サービ
ス提供事業所に対し、事業継続を支援するため。

○ 令和8年度障害福祉サービス提供施設継続支援事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に
対する物価高騰対策支援

 4,437  4,437  4,437  -  - 

①原油価格、物価高騰等の影響を受けている市内の民間障害福祉
サービス提供事業所に対する安定的な事業の継続のために支援金を
支給する。
②支援金
③4,437,000円
内訳：
入所施設（1か所：50人）
1人10,000円×定員数50人　500,000円　
通所施設　63,500円×37か所＝2,349,500円
児童施設　36,000円×17か所＝612,000円
計画相談　55,000円×12か所＝660,000円
訪問　35,000円×9か所＝315,000円
④民間障害福祉サービス提供事業所

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 対象を100％支援 明記予定（HP) ホームページ
障害福祉サービス事業

所・施設等
R8当初（地）

令和8年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

都道府県区分 【11_埼玉県】
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

にかかる交付対象経費                                               495,214 
令和8年度既配分額

国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①

                                                                                - 
国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①　（令和7年度本省繰越分）                                                                 493,714 

地方公共団体名（コード有り） 11209_埼玉県飯能市 （うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）                                                82,028 

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算
分）

※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交
付限度額を上限として参考表記

                                                                                - （うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）                                                                   37,199 

都道府県・市町村コード（５桁） 11209  小計　交付限度額（R7経済対策分）                                                                 493,714 

担当部局課名 総合政策部企画課

担当者氏名 松尾　晃汰

電話番号 042-973-3323

メールアドレス kikaku@city.hanno.lg.jp

今回配分予定額
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①
                                                                        493,714 

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算
分）

※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交
付限度額を上限として参考表記

                                                                          37,199 

配分予定額計
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①
                                                                        493,714 

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算
分）

※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交
付限度額を上限として参考表記

                                                                          37,199 

配分予定額計                                                                         493,714 移管先  総務省  交付限度額計                                                                 493,714 

備考1のサブカテゴリー　※N～P列を記入している場合のみ

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた
各省庁の通知の発出状況に定義されている対象分野)

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7経済対策分）

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

枠

地
方
単
独
事
業

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

物価高騰対策と整理する根拠・理由

臨時の措置
であること
が分かる事
業名称とし
ている

交付対象事業の名称 経済対策等との関係

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

推奨事業メニュー

※参考

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業者
等支援

個人を対象
とした給付
金等

基金
商品券等活
用事業

商品券等活用事
業が事務連絡等
の留意事項を踏
まえた制度設計
となっているか
（具体的な対応
を検討中の場合
も含む）

予算化時期 事業始期
支援開始
時期

事業終期
成果目標（可能な限り定量的指標を設

定）
国の重点支援地方交付金が活用されてい

る旨の明記
実施状況の公表等について
(HP、広報誌など）

備考1
(重点支援地方交付金
の追加を踏まえた各省
庁の通知の発出状況に
定義されている対象分

野)

備考２

自治体での予
算区分

自治体利用欄 自治体利用欄※推奨事業メニュー①について、
②～④にも関連する場合は、N～P列に追加で選択してください。

「推奨事業メニュー例よりも更に効果があると判
断する地方単独事業」を選択した場合の、より効
果があると考える理由

総事業費
（単位：千円）

Ｂ C

予算化の
方法

「農林水産・食品分野」
「中小企業・小規模事業
者の賃上げ環境整備」
における細分化項目

エラ ー（自治体
名記載不備）

エラ ー（担当
者・連絡先記載

不備）

エラ ー（既配分
額記載不備）
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Ａ

Ｂ1

交付対象経費
（単位：千円）

国のR7補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）
（単位：千円）

その他
（一般財源や補助対象外

経費等）
（単位：千円）

総事業費に係る
事務費

（単位：千円）

備考1のサブカテゴリー　※N～P列を記入している場合のみ

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた
各省庁の通知の発出状況に定義されている対象分野)

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

枠

地
方
単
独
事
業

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

物価高騰対策と整理する根拠・理由

臨時の措置
であること
が分かる事
業名称とし
ている

交付対象事業の名称 経済対策等との関係

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

推奨事業メニュー

※参考

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業者
等支援

個人を対象
とした給付
金等

基金
商品券等活
用事業

商品券等活用事
業が事務連絡等
の留意事項を踏
まえた制度設計
となっているか
（具体的な対応
を検討中の場合
も含む）

予算化時期 事業始期
支援開始
時期

事業終期
成果目標（可能な限り定量的指標を設

定）
国の重点支援地方交付金が活用されてい

る旨の明記
実施状況の公表等について
(HP、広報誌など）

備考1
(重点支援地方交付金
の追加を踏まえた各省
庁の通知の発出状況に
定義されている対象分

野)

備考２

自治体での予
算区分

自治体利用欄 自治体利用欄※推奨事業メニュー①について、
②～④にも関連する場合は、N～P列に追加で選択してください。

「推奨事業メニュー例よりも更に効果があると判
断する地方単独事業」を選択した場合の、より効
果があると考える理由

総事業費
（単位：千円）

Ｂ C

予算化の
方法

「農林水産・食品分野」
「中小企業・小規模事業
者の賃上げ環境整備」
における細分化項目
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12 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響を受けている介護施設等の負担を
軽減し、事業継続を支援するため。

○ 令和8年度介護施設等事業継続支援事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に
対する物価高騰対策支援

 21,000  21,000  21,000  -  - 

①物価高騰の影響を受けている介護施設等に対して支援金を支給す
ることで負担を軽減し、事業継続を支援する。
②支援金
③21,000,000円
内訳：
・訪問系事業所　70,000円（1事業所当たり）×60事業所＝4,200,000円
・通所系事業所　150,000円（1事業所当たり）×25事業所＝3,750,000円
・入所系事業所　10,000円（定員1人当たり）×1,305人定員＝13,050,000
円
合計：21,000,000円　
④介護施設等

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 対象を100％支援 明記予定（HP) ホームページ
介護サービス事業所・

施設等
R8当初（地）

13 R7_補正 推奨事業 ○ ○

物価高騰の影響をうけている高齢者福祉施設の指
定管理者に対して、支援金を支給することによって施
設を休館、閉館することがないように事業継続を支
援する。

○
令和8年度指定管理者事業継続支援事業（高齢者福
祉施設敬愛園）

Ⅰ．生活の安全保障・物価
高への対応

○
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に
対する物価高騰対策支援

 1,100  1,100  1,100  -  - 

①公共の福祉増進のため、施設を休館、閉館することなく事業を継続
する指定管理者事業者に対して、エネルギー・物価高騰による負担を
軽減し、事業継続を支援するための支援金を給付する。
②支援金
③1,100,000円
内訳：電気料金積算、900,000円（令和6年度見込額6,061,168円-令和3
年度実績額5,088,715円＝972,453円より10万円未満を切り捨て）※エネ
ルギー高騰の基準を令和３年度としている
食品日積算、200,000円（令和７年度上半期実績額7,079,115円-令和６
年度上半期実績額6,790,754円＝288,361円より10万円未満切り捨て）
※物価高騰の基準を令和６年度としている。
④高齢者福祉施設

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 対象を100％支援 明記予定（HP) ホームページ
介護サービス事業所・

施設等
R8当初（地）

14 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰による給食費の保護者負担増加を避ける
ため、市内の民間保育園等の各施設に対し、支援金
を給付することによって、事業継続を支援するため。

○ 令和8年度保育所等物価高騰対策給付事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に
対する物価高騰対策支援

 16,512  16,512  16,512  -  - 

①物価高騰による給食費の保護者負担増加を避けるため、市内の民
間保育園等の各施設に対し、支援金を給付する。
②支援金
③16,512,000円
内訳：800円×1,720人×12カ 月＝16,512,000円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※教職員分は含まれない　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
④市内民間保育施設等

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 対象を100％支援 明記予定（HP) ホームページ
保育所・幼稚園・認定こ

ども園等
R8当初（地）

15 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰等により放課後児童クラ ブに係る食材費、
消耗品や電気・ガス料金の高騰による事業者負担の
一部を軽減し、事業継続を支援するため。

○ 令和8年度放課後児童クラ ブ物価高騰対策支援事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に
対する物価高騰対策支援

 6,400  6,400  6,400  -  - 

①物価高騰等により放課後児童クラ ブに係る食材費、消耗品や電気・
ガス料金の高騰による事業者負担の一部を軽減することを目的に支
援金を給付する。　
②支援金
③6,400,000円
内訳：
・41人以上　250,000円×19クラ ブ＝4,750,000円
・20～40人　150,000円×10クラ ブ＝1,500,000円
・19人以下　50,000円×3クラ ブ＝150,000円
④放課後児童クラ ブ運営施設

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 対象を100％支援 明記予定（HP) ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）

16 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響を受けている酪農家等に対して支
援金を支給することで負担を軽減し、事業継続を支
援するため。

○ 令和8年度酪農家等事業継続支援事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑧農林水産業における物
価高騰対策支援

 600  600  600  -  - 

①物価高騰の影響を受けている酪農家等の負担を軽減し、事業継続
を支援する。
②支援金
③300,000円×2件＝600,000円
④市内酪農家等

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 対象を100％支援 明記予定（HP) ホームページ 農林水産・食品分野　 畜産経営 R8当初（地）

17 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰による保育所給食調理業務の増額に対応
し、保育所給食調理業務の安定した管理・運営を図
るため。

○ 令和8年度保育所給食調理業務継続事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑪推奨事業メニュー例よ
りも更に効果があると判

断する地方単独事業

物価高騰等による保育所給食調理業務の増額に伴
う対応ができなければ、保育所給食調理業務事業の
継続維持ができず、市立保育所の児童生徒への給食
提供が困難となるため。

 1,800  1,800  1,800  -  - 

①物価高騰による保育所給食調理業務の増額に対応し、保育所給食
調理業務の安定した管理・運営を図る。
②保育所における給食調理業務委託料
③1,800,000円（R8予算32,790,540円-R7予算26,856,720円＝5,933,820
円の高騰分のうち1,800千円を充当）
④市立保育所の児童生徒

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3
保育所給食調理等業務の安定的な継続に
必要な1社との契約更新

明記予定（HP) ホームページ
保育所・幼稚園・認定こ

ども園等
R8当初（地）

18 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰による学校給食調理業務の増額に対応し、
学校給食調理業務の安定した管理・運営を図るた
め。

○ 令和8年度学校給食調理業務継続事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑪推奨事業メニュー例よ
りも更に効果があると判

断する地方単独事業

物価高騰等によるの学校給食調理業務の増額に伴
う対応ができなければ、学校給食調理業務事業の継
続維持ができず、市立小中学校の児童生徒への給食
提供が困難となるため。

 6,800  6,800  6,800  -  - 

①物価高騰による学校給食調理業務の増額に対応し、学校給食調理
業務の安定した管理・運営を図る。
②学校給食における給食調理業務委託料
③6,800,000円（22,539,000の高騰分のうち6,800千円を充当）
内訳：
富士見小：R8予算25,053,600円-R7予算20,460,000円＝4,593,600円
加治東小：R8予算18,744,000円-R7予算14,124,000円＝4,620,000円
美杉台中：R8予算22,314,600円-R7予算15,840,000円＝6,474,600円
南高麗共同調理場：R8予算20,935,200円-R7予算14,084,400円＝
6,850,800円
合計：22,539,000円
④市立小中学校の児童生徒

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3
学校給食調理等業務の安定的な継続に必
要な4社全てとの契約更新

明記予定（HP) ホームページ 給食 R8当初（地）

19 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰によるスクールバス運行業務の増額に対
応し、スクールバスの安定的な管理・運営を図るた
め。

○ 令和8年度小学校通学バス運行継続事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

③物価高騰に伴う子育て
世帯支援

 1,700  1,700  1,700  -  - 

①物価高騰によるスクールバス運行業務の増額に対応し、スクールバ
スの安定的な管理・運営を図る。
②通学バス運行業務委託料
③1,700,000円（R8予算41,702,210円-R7予算36,199,658円＝5,502,552
円の高騰分のうち1,700千円を充当）
④市立小スクールバス利用する児童

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3
スクールバス運行事業の安定的な継続に必
要な1社との契約更新

明記予定（HP) ホームページ
運輸交通・物流・観光事

業者
R8当初（地）

20 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰等の影響により負担が増大していることか
ら、水道基本料を4か月分免除することで生活者や事
業者を支援するため。

○ 水道基本料金免除事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

④消費下支え等を通じた
生活者支援

 129,158  129,158  129,158  -  - 

①物価高騰の影響により負担が増大していることから、水道料金の基
本料金を4カ 月免除を行うことで、生活者や事業者を支援する。
②飯能市水道事業会計に繰出し
③129,158,000円（減免金額）
内訳：上水分
1,200円×41,456件+2,000円×31,804件+3,600円×768件+5,000円×
172件+10,400円×166件+16,600円×114件+38,400円×76件+63,400円
×18件+138,000円×2件＝124,934,400円
簡水分　
1,200円×38件+2,000円×1,892件+3,600円×24件+5,000円×10件
+10,400円×12件+16,600円×8件＝4,223,600円
上水分124,934,400円＋簡水分4,223,600円＝129,158,000円
④水道利用者（公共施設を除く）

－ － － － R7.12 議決 R8.4 R8.4 R9.3 対象を100％支援 明記済み（HP・広報誌） ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない R7補正（地）
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